
市町村議会議員特別セミナー

11:00～ 入寮受付

13:00～ 開講式・オリエンテーション

令和７年度 第２回

当研修所では、毎年度、市区町村議会の議員の皆様を対象に、自治体が直面してい
る重要課題や時局の話題を取り上げる宿泊型特別セミナーを開催しています。

今回は、令和７年１１月４日から１１月５日までの２日間、最新の情報をもとにそ
れぞれの分野で活躍されている講師をお招きし、地方自治体の現状・課題・解決策に
ついて幅広く学びます。

多くの議員の皆様のご参加を、お待ち申し上げております。

令和７年１１月４日（火）・１１月５日（水） ＜２日間＞

日程等

日程

場所

1１月

４
日

（火）

市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田1-1（JR幕張本郷駅・海浜幕張駅よりバス10分）

研 修
内 容

13:30～15:00 

人口減少時代の持続可能な地域づくり

(一財)地域総合整備財団〈ふるさと財団〉理事長・元復興庁事務次官

末宗 徹郎 氏
15:15～16:45

地域に秘めた魅力を活かし引き出す

地域ブランド戦略

(一社)地方PR機構 代表理事 殿村 美樹 氏

講演１

17:30～ 情報・意見交換会（夕食）

11月

５
日

（水）

9:00 ～10:30

自治体の災害初動対応

～近年の災害対応の教訓を活かす～

政策研究大学院大学教授 室田 哲男 氏

講演２

講演３

10:45～12:15

自治体と連携して公共交通を守る

～網走バスの挑戦～

網走バス株式会社専務取締役 明神 健太 氏

講演４

12:15～12:20 閉講のことば



開 催
要 領

対 象 市区町村議会議員

募集人数 120名（先着順）

宿 泊 研修所宿泊棟（宿泊型研修） ※外泊はできません。

参加費 10,000円 ※宿泊費及び食費等を含む予定額となります。

申込期限 令和７年８月１日（金）まで

申込方法

◆ 市町村アカデミーのホームページ画面右端に表示される「申込
みはこちら」から、「市町村アカデミーWEBポータル」にアク
セスし、お申し込みください。

◆ 多くの自治体からご参加いただくため、１団体９名以内でお願
いいたします。

必ず議会事務局を通してお申し込みください。

決定通知 申込み受理後、決定通知と併せて必要な資料を「WEBポータル」を

通じて送付いたします。

問い合
わせ先

公益財団法人全国市町村研修財団

市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）

調査研究部 担当：二瓶・古山

〒261-0025 千葉市美浜区浜田1丁目1番地
：043-276-3127（調査研究部）URL：https://www.jamp.gr.jp/

講 師 紹 介

【講演１】 末宗 徹郎 氏（(一財)地域総合整備財団<ふるさと財団>理事長・元復興庁事務次官）

千葉県出身。東京大学法学部卒業後、1983年自治省（現総務省）入省。地方勤務は岡山県、
奈良県課長、茨城県総務部長。
総務省では過疎対策室長、地方債課長、財政課長などを歴任。内閣府で地方分権改革に従事。
第2次安倍内閣の地方創生発足時から4年間勤務。2019年復興庁事務次官に就任。退任後は
福島復興再生総局事務局長などを経て2022年から現職。

【講演２】 殿村 美樹 氏（ (一社)地方PR機構 代表理事）
PR専門家。1989年PR専門のTMオフィスを設立以来、地方と文化のPRに特化した事業展開
で独自のPRノウハウを確立。代表的な実績に「今年の漢字」「佐世保バーガー」「ひこにゃ
ん」「うどん県」などの国民的ブームがある。総実績数3,000件以上。
2019年 地方PRノウハウを伝授する地方PR機構設立。内閣府地域活性化伝道師。同志社大学
大学院ビジネス研究科「地域ブランド戦略」教員。著書に「ブームをつくる 人がみずから動く
仕組み」(集英社新書)など。

【講演３】 室田 哲男 氏（政策研究大学院大学教授、防災・危機管理コースディレクター）

兵庫県出身。1984年東京工業大学大学院社会工学専攻修了。同年自治省（現総務省）入省。
総務省自治行政局地域政策課長、同消防庁総務課長、同消防庁国民保護・防災部長、広島市
副市長等を歴任。2023年から現職。博士(政策研究)。東京大学生産技術研究所研究顧問。

北海道大学客員教授。著書に「自治体の災害初動対応～近年の災害対応の教訓を活かす」、
「国難災害と緊急消防援助隊～緊急消防援助隊の災害対応力の強化に向けて」など

【講演４】 明神 健太 氏（網走バス株式会社専務取締役）
北海学園北見大学（現北海商科大学）を卒業後、網走バス株式会社の親会社に入社。カラオケ
ボックス運営等のアミューズメント事業に10年間従事した後、2014年網走バス株式会社に
出向し現職。地元の自治体や企業・団体と連携し、「運転手不足」や「利用者の減少」など
交通事業者共通の課題解決に向け精力的に取り組む。“地域の公共交通を守る”という熱い
想いで今日も地域の足を支えている。

◆申込期限前に締め切った場合でも、８月１日以降の送付となります。

◆セミナー当日の資料は、紙でも配布いたします。


